
令和６年に発生した農作業死亡事故の調査結果

〇 農作業事故死亡者数は、近年減少傾向にあったが、令和６年は287人となり、前年より急増（51人増）。

〇 これに伴い、就業者10万人当たりの死亡者数は14.8人に増加し、他産業との差が更に拡大。
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死亡者数 農 業：農作業死亡事故調査（農水省）
他産業：死亡災害報告（厚労省）

就業者 農 業：農林業センサス、農業構造動態調査（農水省）
他産業：労働力調査（総務省）
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【農作業中の熱中症対策に関する情報提供】
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○ 農作業死亡事故を要因別にみると、「農業機械作業に係る事故」が156人（全体の54.4％）と高い状態が継続。

○ 農業機械作業に係る死亡事故の要因としては、「機械の転落・転倒」が82人（機械事故の52.6％）を占めている。

○ 機械・施設以外の作業に係る事故では「熱中症」が59人（機械・施設以外の作業に係る事故の50.8％）と最も多い。

熱中症による死亡事故者数の推移と
夏(6-8月)における平均気温の基準値からの偏差※

（平成26年～令和５年）
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死亡者数：農作業死亡事故調査（農水省）
平均気温の基準値からの偏差：日本の季節平均気温偏差（気象庁）

※基準値は1991〜2020年の30年平均値。
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〇 令和６年の農作業死亡事故を要因別にみると、「機械事故」、「施設事故」、「それ以外の事故」のいずれも前年より増加。

〇 特に、「それ以外の事故」のうち「熱中症」が、前年の37人から59人に顕著に増加した（22人増）。

農作業死亡事故の発生状況の分析②
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農作業死亡事故の発生状況の分析③

○ 気象庁が発表する「熱中症警戒アラート」は、令和３年の制度創設以降、発表回数が毎年増加。これに伴い、厚生労働省
が公表する熱中症の死亡者数も毎年急増しており、農作業死亡事故における熱中症の死亡者数も概ね同じ傾向で推移。

〇 農作業死亡事故を発生月別にみると、熱中症警戒アラートが発表された５～９月の増加数（52人増）が全体増加数（５１
人増）を超えており、夏場の高温が、熱中症のみならず熱中症以外の事故にも影響している可能性が考えられる。

熱中症警戒アラートの発表数と熱中症死亡者数の推移（令和３～７年）
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熱中症にもっと深堀りした分析、事例
今後も熱中症リスクが高いことを示し、

暑熱環境にさらされないための農作業方法の
提案

今後の気温上昇への適応の必要性

〇 我が国の気温（年平均気温偏差）は年々高くなっており、特に近年は急激に上昇。今後も熱中症等の発生リスクは高い状
況が続くことが想定される。

〇 このような中、夏季における農作業死亡事故の発生リスクを低減するためには、注意喚起の強化だけでなく、構造的な対
策を講じていく必要があり、作業の省力化や軽労化に資する生産方式に転換していくことが不可欠。

熱中症死亡事故の事例

熱中症等のリスクを低減する生産方式例

リモコン草刈機等に
よる軽労化

遮光ネット、細霧冷房等
による作業環境改善

ドローンによる
農薬・肥料散布

― 偏差

― 偏差の５年移動平均値

― 長期変化傾向

日本の年平均気温偏差 （1898〜2025年）

※偏差 : 各年の平均気温の基準値からの差。基準値は1991〜2020年の30年平均値。

順位 年 気温偏差（℃）

１ 2024 +1.48

２ 2023 +1.29

３ 2025 +1.23

温室内で水分補給

せずに作業してい

たところ、脱水症

状で動けなくなり

熱中症を発症。

日本の年平均気温偏差のうち統計開始以降の上位３ヵ年

朝から1人で草刈

り作業をしていた

が、帰りが遅かっ

たので探しに行く

と倒れていた。

資料：気象庁

手持式動力噴霧器

で農薬散布中に

ほ場内で倒れた。

暑熱対策が講じられた農業支援サービスの活用による作業の外部化

追加



農作業における熱中症等対策総合パッケージ

〇 農作業中の熱中症等による事故を防ぐため、スマート農業技術や農業サービス事業者等を活用した生産方式（ホワイト
生産方式）への転換と、農業者における熱中症等の回避行動の啓発活動を併せて推進する必要。

〇 このため、農林水産省では、これらを推進する施策を「農作業における熱中症等対策総合パッケージ」としてとりまとめ、
関係機関を挙げて強力に推進。

熱中症等のリスクを低減する生産方式

ホワイト生産方式への転換

〇スマート農業技術の導入
自動化技術やＩＴ技術の活用を通じて、省力化・軽労化。

（例）・水管理の遠隔操作や自動化
・生育予測システムによる業務量の平準化

【支援策】スマ転事業（ ）

〇農業支援サービスの活用
作業の外部化を通じ、農業者の高温暴露時間を軽減。

（例）・ドローンによる農薬・肥料散布作業の委託
  ・リモコン草刈機を有する事業者への作業委託

【支援策】サービス加速化事業（ ）

〇農作物の高温対策
農作物の高温対策を通じて、農業者の労働環境も改善。

（例）遮光資材、細霧冷房、天窓、ヒートポンプの活用

【支援策】グリーンな栽培体系転換（ ）

R7補正 156億円の内数
R8当初 25億円の内数

R7補正 156億円の内数
R8当初 25億円の内数

R7補正 40億円の内数
R8当初 5.7億円の内数
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農作業における熱中症等対策総合パッケージ

〇研修の強化（熱中症等対策研修強化期間の前倒し）

〇夏の熱中症等対策声かけ期間の新設

より多くの農業者に早い段階から熱
中症への注意を促すため、熱中症対策
研修強化期間を１か月前倒（４～６月）。

この中で、熱中症や夏季の農作業事
故の回避策をお伝えするとともに、ホ
ワイト生産方式への転換の必要性を啓
発。

特にリスクが高い７～９月を新たに「夏の熱中症等対策声
かけ期間」として設定し、関係機関を挙げて、各種メディアも
活用した声かけ運動を展開。

熱中症等の回避に向けた安全意識の向上

追加



〇熱中症等対策研修強化期間の設定

熱中症等対策研修強化期間：４月１日～６月30日
※前年より１カ月前倒し

【主な研修内容】

①熱中症対策アイテムの活用
②夏季の農作業（草刈、高所作業等）のリスク解説
③ホワイト生産方式の紹介
④熱中症発症時の対応

などを専用テキスト等を用いて研修

（参考）昨年のテキスト

※農業機械作業研修及び未熟練農業者を対象とした研修については、期間に限らず実施しその状況は把握する。

〇夏の熱中症等対策声かけ期間の新設

熱中症等対策声かけ期間：７月１日～９月30日

【今夏のキャッチフレーズ】

いのちをうばう、夏のひとり作業

【その他の主な取組】

①農業者向けの注意喚起チラシの配布
②各種会合や農業生産資材の販売・配達等の機会を
捉えた声かけ

③SNS、防災無線、広報誌など様々な媒体を活用した
声かけ

7

（参考）昨年のチラシ

熱中症等対策研修強化期間の設定 夏の熱中症等対策声かけ期間の新設

熱中症等の回避に向けた安全意識の向上
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夏の熱中症等対策声かけ期間（７/1～9/30）における具体的な取組

１.政府広報等各種
メディア・SNSでの発信

【農林水産省】

２.注意喚起のチラシの
全戸配布

【地方自治体】

３.熱中症対策声かけ隊

【任意の協力者】

① 農林水産省広報誌「aff7月号」で
の熱中症対策コラム掲載

② 政府広報における日農新聞突き出
し広告（６月）、ラジオCM（7月）

③ 農林水産省公式Xやメールマガジ
ンでの投稿（７～９月）

④ 記者勉強会の実施、メディアでの
掲載依頼（６月末）

4週にわたって掲載する
WEB広報誌に、熱中症対策
に関するコラムを掲載

※8月、9月の政府広報テーマについても応募中

農業者向けの注意喚起チラシを
市町村を通じて、農家全戸に配布。

配布チラシイメージ

地域の農業者に対し、声かけや
見回り活動を行う有志を募り、全国
的なプロジェクト活動を実施。

【想定される取組主体】

JA、資材販売店、農業高校・農業大学
校、農業機械士会、４Hクラブ、地域の農
業者、その他農業団体、普及支援セン
ター、その他地方自治体等

【主な取組】

① 地域の巡回における農業者への声
がけ

② 各種会合や農業生産資材の販売・配
達等の機会を捉えた声かけ

③ SNS、防災無線、広報誌など様々な
媒体を活用した声かけ

※ 左記の注意喚起チラシの全戸配布
の取組は対象外

【サポーター】

大塚製薬（P）、日本農業機械化協会（P)

→声かけ活動中に配布するチラシやドリ
ンク等の提供

市町村においては、回覧板での配布、
広報誌への掲載もしくは挟み込み等
で全戸配布いただくことを想定

※農業センサスに基づき市町村ごとの農家
戸数分を市町村に配布することを基本とす
るが、広報誌に掲載する場合も想定される
ことから、事前に必要部数について自治体
に確認する。
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パソコンから登録される方

塩田法矢(SHIODANoriya)
四角形

塩田法矢(SHIODANoriya)
四角形
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